
 昨年の｢戦争法｣強行採決から１年となった19日、｢日

本を戦争する国にする法律は一刻も早く廃止に｣を合い

言葉に、７０人がカニ池交差点に集い、スタンディング

で道行く人に訴えました。 

 この運動の特徴は、法律の強行採決や国政選挙が終

わった後でも盛り上がりが衰えず、常に多くの市民を巻

き込んでの幅広い抵抗運動になっていることです。ま

た、労組や政党には属していないごく普通の市民の皆さ

んが、運動の中心になっています。このことが底の深い

大きな力になっています。 

 これらのうち、一般会計の財政調

整基金は、今後の地方交付税交付金

の削減に備えるためとしています

が、交付税は減ることを前提にする

のではなく、全国の自治体とも力を

合わせて減らさせない運動をさらに

強めるべきです。また、｢将来への

価値ある投資｣との名目で計画され

ている大型施設の建設事業やその維

持管理費にまわされ、市民の暮らし

を支えるものとはならない恐れもあ

ります。 

 ここ数年、市民向けサービスは福

祉関係予算を中心にかなり切り詰め

られ、加えて公共施設の利用料や放

課後児童クラブ利用料など市民負担

はますます重くなってきています。

こうしたことを背景にしての膨大な

積立です。 

 今必要なことは、こうしたため込

みをせずに、まず市民の負担を減ら

し、サービスを充実させて、暮らし

を豊かにすることです。 

 国保会計や介護保険会計の財政調

整基金は、市民の皆さんからの血の

にじむような保険税や保険料の中か

ら捻出された積立です。 

 保険税や保険料が重い負担になっ

ていないのならばともかく、｢払い

たくても払えない｣市民も少なくな

い中、積み立てるのではなく、保険

税や保険料の軽減にこそ活用すべき

です。 
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連 橋爪 法一 090-5392-1961 (吉川区代石) 
絡 橋本 正幸 080-1980-9855 (三和区鴨井) 
先 上野 公悦 090-7260-9407 (頸城区中柳町) 
  平良木哲也 090-1808-6919 (上中田) 

 2015(平成27)年度の決算報告によると、この３月末の

上越市の基金(いわゆる積立金)の総額は251億7千万円に

のぼることが明らかになりました。このうち、これまで

指摘してきたとおり、市の裁量で自由に使える積立であ

る｢財政調整基金｣が約146億1千万円あるほか、｢市の一体

感の醸成を図る事業などに充てる｣とする｢まちづくり基

金｣が22億7千万円、｢各地域自治区における地域振興等を

図る事業に充てる｣とする｢地域振興基金｣が40億円、国

民健康保険会計と介護保険会計の財政調整基金が合計で

約17億4千万円などとなっています。＜詳細は右表＞ 
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